第３回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨

日　時：平成２１年１０月２７日（火）１４時から１６時
場　所：大阪府公館
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、清水涼子氏）

総務部副理事（新公会計制度PT長）ほか６名

【大阪府会計基準策定に係る基本的な項目】

アドバイザーの主な発言

（1） 出納整理期間の扱い
· 出納整理期間を考慮しないとすると貸借対照表の作成は難しくないが、キャッシュ・フロー計算書の作成が困難。

· 出納整理期間中の増減を注記で表示する場合、出納整理期間を考慮しない貸借対照表の要約版も作った方がいい。

（2） 資産形成に充当される国庫支出金等の扱い

　 ○ 国庫支出金については、目的外使用等の場合に返還義務が発生することがあるため、負債計上というのも考えられるのでは。

· 国庫支出金については、資産充当分とそれ以外について科目を分けて収益計上する方法でよい。その上で事務事業評価において全体のコストと府単独のコストを把握すべき。
（３）債権及び評価性引当金

○ 修繕引当金は民間ではあまり聞かない。引当金の要件にあてはまるものは多くないと思う。

· 金融商品会計基準等、民間基準がそのまま使えるものは民間基準を使った方がいい。

○ 債権の評価のためには債権管理が重要であり、特に発生年度別管理が必要。
（４）負債性引当金

· 退職手当引当金について、最初だけきっちり算定してあとはその延長として増減率などで計算するというのもあるのでは。

  ○　名称については、簡便法を用いるのなら、退職給付引当金ではなく退職給与引当金か退職手当引当金でいいと思う。

（５）基金の種類と表示方法

　 ○ 基金借入金を貸借対照表で表示するのなら、資産の部で基金の下に基金借入金をマイナスで表示するのはどうか。

　 ○ 基金からの借入金については、借入金分を差し引いた現在ある残高を書くべき。自分から借りているのに資産と負債の両建てで表示はない。経済的実態を反映させる必要がある。借入金については、注記で示せばいい。
　 ○ 基金からの借入金を負債で示すとしても、実際にはない基金を資産として示すのはミスリードとなる。
（６）有価証券及び出資金の種類、計上方法及び強制評価減
　 ○ 財団法人等に対する出えん金については、本来は解散しても戻ってはこないものなので資産としては計上しない方がいい。
· 有価証券の評価の減額処理については、強制評価減という名称よりは減損の方がいい。

（７）その他

　○ 東京都では、財務会計システムによる会計上の数字と、財産管理システムに登録した資産の金額との照合作業が苦労したとのこと。大阪府においては工夫する必要がある。
○ 市町村に対する補助金や市町村に固定資産を渡す場合などについては、収益・費用勘定で処理するべきだと思う。
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